交通政策基本法成立に対する書記長談話
1．第185臨時国会に提出された交通政策基本法案が11月27日、参議院本会議で可決・成立した。この法案は、この間、民主党や社民党が制定をめざしてきた交通基本法案がベースになっており、その点では交通運輸労働者が切望してきた公共交通優先の社会の実現に向けて大きく前進したものとして評価できる。法案には、「交通は、国民の自立した日常生活及び社会生活の確保、活発な地域間交流及び国際交流並びに物資の円滑な流通を実現する機能を有するものであり、国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図るために欠くことのできないものである」とし、交通の果たす機能・意義を位置づけ、交通に関する施策の基本理念及びその実現をはかるための基本事項が定められており、「交通分野の憲法」ともいえる。
　　しかし、この間強く主張し、交通基本法案の根幹でもあった移動権については規定されておらず、その点では不満の残るものである。交通政策基本法に基づき関連法令の整備にむけた作業が本格化するものと思われ、引き続き移動権の確立にむけた取り組みを継続していかなければならない。

2．国民の移動権の確立とそれに根ざした公共交通優先社会の実現は、旧都市交産別からの交通政策運動の支柱であり、それを担保する理念法として交通基本法の制定をめざし、交運労協や交通運輸関係労働組合、民主・社民両党と連携してこれまで取り組みを進めてきた。

　　移動権は、日本国憲法に規定された「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」の一つとして保障されるべきものである。また、「移動するための手段＝(公共)交通」は、誰もが等しく受益できる公共的なサービス、いわばユニバーサルサービスとして提供されるべきである。したがって、高齢者、障害者、妊産婦等の移動や、通勤・通学、買い物など国民が自由に安価で移動するために欠かせない公共サービスとして確保されることが必要である。移動権を保障(確立)するためには法律に規定することが不可欠であると考え、そのことを規定した交通基本法案の制定に積年取り組んできた。
　　しかし、残念ながら交通政策基本法では、移動権確立の必要性等は一切触れられず、国は「国民が日常生活及び社会生活を営むに当たって必要不可欠な通勤、通学、通院その他の人又は物の移動を円滑に行うことができるようにするため、(中略)交通手段の確保その他必要な施策を講ずるものとする」、「高齢者、障害者、妊産婦その他の者で日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を受けるもの及び乳幼児を同伴する者が日常生活及び社会生活を営むに当たり円滑に移動することができるようにするため、(中略)必要な施策を講ずるものとする」と、移動円滑化のための施策を規定するにとどめている。
この点に関わり、民主・社民両党は、衆参の委員会質疑を通じ付帯決議に移動権の必要性を盛り込むよう努力した結果、十分とはいえないものの「安全・安心・快適な移動が実現されるよう、万全を期すこと」と明記させることができた。これを踏まえ、引き続き移動権確立にむけた取り組みを強化していかなければならない。なお、「交通従事者の労働環境の改善、人材の育成・確保等への配慮」や「これまでの交通政策の見直し」等も付帯決議に盛り込まれた。とくに、「交通従事者の労働環境の改善、人材の育成・確保等への配慮」では、バス事業の厳しい経営環境、長時間労働、大型二種免許取得者の減少、高齢化等を背景に運転士の要員不足が深刻な問題となっていることを踏まえ、地域の生活交通を支えるバス輸送の維持や安全の確保の観点から、運転士の安定的な確保と育成の必要性が明記された。
3．地域の公共交通は、一部を除き危機に瀕しており、その再生、活性化をはかっていくためには、自治体のまちづくり政策との連携が極めて重要である。自治体のまちづくりにおいては、環境、福祉、バリアフリーなどの政策とともに、住民の移動手段の確保も重要な課題である。バスや鉄道、地下鉄、路面電車など地域の公共交通を整備し、住民が通勤・通学、買い物、病院、公共施設等に移動しやすい環境をつくり、移動が活発になることでまちはにぎわい、地域の再生、活性化にもつながる。そのためには、自治体のまちづくり政策に具体的かつ効率的な総合交通計画を盛り込むことや、まちづくりへの住民や交通事業者、交通ではたらくものの代表(労働組合)等の参画も必要である。交通政策基本法では、国はもとより、自治体や交通事業者の責務、まちづくりの観点からの施策、地域の活力の向上に必要な施策等が規定されており、関連法令の整備にあたっては、こうした点が十分反映されるよう取り組みを強化していくことが重要である。
4．このほか、交通政策基本法では大規模災害時への対応や環境負荷の低減に必要な施策等も規定されている。大規模災害時への対応については、阪神淡路大震災や東日本大震災等の教訓を踏まえ、災害発生時の交通の機能低下の抑制や迅速な回復、避難のための円滑な移動手段(交通手段)の整備等が盛り込まれている。また、地球環境保全の観点から運輸部門におけるCO2やNOｘなどの削減が重要な課題であることから、環境負荷の低減に関わる規定に基づき、まずは具体的な施策の強化が求められるところである。
2001年以降、運輸部門からのCO2排出量は減少しているが、自家用自動車からの排出量が増加するなど旅客交通のCO2排出量の削減は喫緊の課題となっている。交通政策基本法の制定を機に、交通総量の規制も視野に入れ「マイカーから公共交通中心」へ方針を大転換することで運輸部門の環境負荷を低減するとともに、公共交通優先の社会の実現にむけて踏み出すことが強く期待される。
自治労は、交通政策基本法の成立を通過点ととらえ、引き続き交運労協や関係産別等と連携して移動権の確立とそれに根ざした公共交通政策の実現にむけて運動を継続・強化していく。
2013年11月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書記長　川本　淳
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